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１．背景・目的 

現在，政府では再生可能エネルギー(以下：再エネ)の固

定価格買取(FIT)制度の見直しが検討されているが，大規模

太陽光発電や風力発電に対して Feed-in Premium(FIP)制度

へ移行させる方針が示されている(文献 1))． 

FIP 制度によって，再エネ電源の電力市場への統合を促

すことが期待されているが，限界費用の低い太陽光発電や

風力発電(出力変動型電源：VRE 電源)が大量に電力市場に

参入すると，同一時間帯での発電が集中することで電力市

場価格の下落による再エネ電源の市場売電収入の減少

(Cannibalism：“共食い”)が課題となっている(文献 2),3))． 

本研究は，太陽光発電の導入が最も進んでいる九州地域

を対象に，太陽光発電が大量に卸電力取引市場に参入する

際の市場価格への影響および蓄電池設置による共食い現象

の緩和効果を検証する．その上で，FIP 制度における太陽

光発電と蓄電池の経済性を分析し，FIP の制度設計や将来

的な太陽光発電の補助金からの自立化に関する論点を整理

する．

２． 研究の手法と主な前提 

2.1 FIP 制度の仕組みに関する想定 

FIP 制度における再エネ電源の収入は，卸電力取引市場

での市場売電収入と市場価格に上乗せたプレミアム分の収

入(補助金)で構成される．FIP 制度はプレミアムの決定方式

によってプレミアム変動型とプレミアム固定型に分けられ

る(図 1)．政府審議会では，一定期間毎に参照価格を変更す

るという両者の中間的な枠組みを検討中であり，ドイツ型

FIP と類似していると言える．本研究でも同様の仕組みを

想定する．

図 1 FIP 制度のイメージ 

(出所)再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会第 1 回資

料(文献 1)) 

プレミアムは FIP 価格(基準価格)と参照価格の差である．

第 4 回太陽光発電入札における最安落札価格(10.5 円/kWh，

文献 4))に基づき，太陽光発電の FIP 価格を 10 円/kWh とす

る．

ドイツの FIP では参照価格の算定について，電源によっ

て異なる．出力安定型の再エネ電源(バイオマス発電，地熱

発電，水力発電)の参照価格は卸電力取引市場の平均として
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いる(文献 5))．一方，VRE 電源の参照価格は，当該再エネ

電源の落札量と落札時の市場価格で算出する(式(1))． 

(1) 

ここで“n”は一ヶ月の時間数，“i”は VRE 電源の種類であ

る．本研究では，当該電源の卸電力取引市場価格の当該月

平均とし，プレミアムは事後精算とする．

2.2 電力市場シミュレーションモデル 

本研究では，太陽光発電が大量に市場参入した際の市場

価格への影響や，市場価格と連動する FIP 制度における太

陽光発電や蓄電池併設の経済性評価を行うため，多様な状

況における市場価格の変化がインプットとして必要となる．

そのため，日本卸電力取引市場(JEPX)の市場価格の実績値

のみでは不十分であり，マルチエージェントシステムに基

づいたモデルを構築し，電力市場のシミュレーションを行

う．

具体的には，買い手と売り手をエージェントとし，プロ

グラムで各エージェントの市場入札ブロックを生成して，

日本卸電力取引市場(JEPX)の一日前市場と同様の市場約定

仕組み(図 2)で，市場価格と約定量を計算する． 

図 2 市場約定方法のイメージ 

(出所)JEPX(文献 6)) 

JEPX では，一日前市場(スポット市場)と当日市場(時間前

市場)が設けられ，30 分単位に取引が行われているが，本

研究では，電力需要と各電源の発電出力データは時間単位

であるため，1 時間単位に電力取引のシミュレーションを

行う．また，再エネ電源は一日前市場のみに参加すると想

定する．

九州電力管内における全ての電力需給は市場取引に参入

すると仮定し，買い手は 1 エージェント，売り手は電源毎

に複数のエージェントを設定する．買い手エージェントの

入札ブロックを図 3 に示した需要関数を用いて生成する．

ここで，β を-0.05，入札の上限価格を 85 円/kWh とする．

Q0 は九州電力公開の毎時電力需要の実績値(2017 年)(文献

7))とする．Q0に達するまでの電力需要を 3MW 刻みにし(q)，

需要関数で入札価格(p)を求め，市場入札ブロックを生成す

る．入札価格(p)を計算する際に使うベース価格(P0)は 5 円

/kWh を想定する． 

需要Q

価格P
⼊札価格上限
（85円/kWh）

P0=5円/kWh
Q0=毎時需要実績

図 3 電力需要と市場入札価格曲線

 売り手エージェントの市場入札価格は，各電源の限界費

用＋利益(α)で計算する．利益 αを Q-learning という強化学

習手法で，予め想定した 21 の選択肢から，市場取引収益を

最大させる α 値を選択する(文献 8),9))．α 値の最小値は 0，

最大値は 80 である．各電源の限界費用は発電コスト検証ワ

ーキンググループ(文献 10))での値を用いる(表 1)．燃料費は

一定とする．なお，本研究では，売り手の入札最低価格を

限界費用にしているため，市場価格は 0 円にならない． 

売り手エージェントの市場入札量は，各電源の設備容量

とする．なお，VRE 電源の場合，設備容量と過去の出力実

績に基づいて推計した出力曲線で市場参入可能な発電量を

計算する．各電源の設備容量は現在の九州電力管内の設備

容量に基づき想定する(表 1)． 

また，単純化のため，九州地域と他地域との電力融通や

揚水発電による需給調整は行わないものとする．

表 1 各電源の限界費用と現状の設備容量
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限界費⽤（円/kWh） 2.3 5.4 7.2 11.4 26.7 25.2 12.5 3.34 4.15 3.34
設備容量（MW） 1,901 1,780 3,983 4,981 3,560 52 192 7,850 500 シナリオ

(出所)発電コスト検討ワーキンググループ(文献 10))，九州電力(文献

7),11)) 

2.3 シミュレーションケースの想定 

限界費用の低い太陽光発電が増えると，昼間時間帯の市

場価格が低下し，太陽光発電の市場売電収入が減少するこ

とが予想される．太陽光発電事業者は，蓄電池を設置し，

市場価格の高い時間帯に売電することによって，市場売電
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収入を増やすことができるが，蓄電池設置に係る追加投資

が発生する．蓄電池を設置するインセンティブが働くかど

うかは，蓄電池の費用対効果(市場売電増収分が蓄電池への

追加投資を上回るかどうか)で検証する必要がある．また，

FIP 制度では，蓄電池を導入すると太陽光発電の出力パタ

ーンがシフトすることで参照価格が変化し，それに伴うプ

レミアムの変化も踏まえなければならない．

本研究では，図 4 に示した 4 つのケースを想定し，電力

市場シミュレーションを行う．シミュレーションの結果に

よって，電力市場に太陽光発電が大量参入する場合の影響，

蓄電池設置による増収効果，太陽光発電と蓄電池の経済性，

補助金から自立化するために要求される条件等を検討する． 

現状PV（7,850MW） PV⼤量導⼊
（16,673MWの場合）

PV⼤量導⼊
（16,673MWの場合）

蓄電池併設 蓄電池併設

FIPフェーズアウト
（PVコスト削減実現）

FITからFIPへ移⾏
（FIP価格10円/kWh）

FITからFIPへ移⾏
（FIP価格10円/kWh）

ケース１ ケース３ ケース４

PV⼤量導⼊
(10,000~30,000MW)

FITからFIPへ移⾏
（FIP価格10円/kWh）

ケース２

図 4 シミュレーションのケース想定

2.4 太陽光発電＋蓄電池の出力パターン 

 蓄電池を設置する場合の発電出力パターンは，外生変数

として与える．太陽光発電 1kW あたり 1kWh から 5kWh の

5 つの蓄電池容量を設定する．蓄電池の運転パターンは多

様であるものの，単純化のため図 5 に示すように，蓄電池

の容量を最大限に利用し，蓄電した電力を夕方時間帯(17

時～21 時)に市場に売電する運転パターンを想定する． 

蓄電池の設置容量によって夕方時間帯にシフトできる太

陽光発電出力が異なるため，蓄電池の費用対効果は蓄電池

の設置容量によって変わる．
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図 5 太陽光発電＋蓄電池の出力の例

３．結果 

3.1 FIP 制度と太陽光発電大量導入の影響 

限界費用の低い太陽光発電が大量に電力市場に参入する

と，昼間時間帯の市場価格が低下することで，太陽光発電

の FIP 参照価格(太陽光発電の月平均市場価格)も低下する．

例えば，九州地域で，電力取引市場に参入する太陽光発電

が現状の導入量(2017 年現在 7,850MW)から FIT 認定済み容

量(16,673MW1)まで拡大すると，太陽光発電の FIP 参照価格 

は 3～4 円/kWh ほど低下する(図 6)． 

昼間時間帯市場価格低下の結果，太陽光発電の市場売電

年間収入も kW あたり 5,000 円ほど低下する(図 7)．太陽光

発電のシステムコストが市場収入減少と同じペースで低減

できない場合，事業性は厳しくなる． 
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図 6 太陽光発電の市場導入量増加に伴う太陽光発電の参

照価格の変化
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図 7 太陽光発電の増加による市場売電収入の変化

3.2 蓄電池設置の増収効果 

蓄電池の設置によって，市場価格が高い時間帯に売電す

ることが太陽光発電の市場売電収入減を改善するための一

つの対策である．太陽光発電の市場参入量が 16,673MW(認

定済み分)のケースにおいて，蓄電池設置の増収効果を検証

する．
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図 8 蓄電池の設置による市場売電収入の変化
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図 8 に示す結果によると，蓄電池を設置した場合の年間

市場売電収入は蓄電池なしの場合を上回っている．10%の

太陽光発電設備容量が蓄電池を設置した場合(太陽光発電

1kW 当たり蓄電池 4kWh)，kW 当たりの年間市場売電収入

は蓄電池なしより 5,700 円ほど増える(図 8)．ただし，蓄電

池を設置する事業者数が増加し，夕方時間帯に入札する太

陽光発電の量が増え続けると，同時間帯の市場価格が低下

し，太陽光＋蓄電池の市場売電収入が減少する．シミュレ

ーション結果によると，夕方時間帯に入札する太陽光発電

の容量が全体の 10%から 50%に増加すると，太陽光＋蓄電

池の市場売電収入は年間 4,000 円/kW ほど減少することが

分かる(図 8)． 

3.3 太陽光発電と蓄電池の経済性 

現状の太陽光発電(2017年現在 7,850MW)が全て電力取引

市場に参入した場合，10 円/kWh の FIP 価格で，事業が成

立するために求められる太陽光発電のシステムコストは

15 万円/kW となった．ただし，太陽光発電が 16,673MW(認

証済みの太陽光発電)に増えると，市場価格低下により，太

陽光発電の年間収益は黒字から赤字に転じる(図 9)． 

蓄電池を設置することによって太陽光発電の市場売電収

入が改善することが期待されるものの，蓄電池の費用対効

果は蓄電池のコストに大きな影響を受ける．前述と同様に

FIP価格(10円/kWh)と太陽光発電のシステムコスト(15万円

/kW)の条件で，蓄電池コストが 9 万円/kWh の場合は，シス

テム全体の赤字が拡大する(図 9)．なお，蓄電池のコストが

1.5 万円/kWh 以下になると，システム全体の収益を黒字に

転じることができる(太陽光発電 1kW あたり 4kWh の蓄電

池)(図 9)．蓄電池の導入が最も進んでいる米国でも，蓄電

池コストが 4 万円/kWh($380/kWh，(文献 12)))台となってい

ることを踏まえると，事業者に蓄電池設置のインセンティ

ブを与えるためには，更なる蓄電池コストのコストダウン

が求められる．また，図 9 に示すように，蓄電池の設置容

量によっても蓄電池の費用対効果が変わることが分かる．
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図 9 FIP 価格 10 円/kWh，太陽光発電 15 万円/kW におけ

る太陽光発電と蓄電池の経済性(太陽光発電容量の 10%が

蓄電池設置) 

3.4 補助金からの自立化に関する検討 
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図 10 補助金なしの場合の太陽光発電の年間収益の比較
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太陽光発電が大量に市場に参入した場合，市場売電収入

が減少することから，補助金から自立するためにはシステ

ムコストがかなり低減することが求められる．例えば，市

場に参入している太陽光発電が 16,673MW の場合，補助金

がフェーズアウトされても，事業が成立するために求めら

れる太陽光発電のシステムコストは 3~4 万円/kW 以下であ

る(図 10)．同条件で，蓄電池コストが 2 万円/kWh 以下が実

現できれば，前述した蓄電池設置の増収効果によって，太

陽光発電のシステムコストが 3~4万円/kW まで下がらなく

ても，事業性は確保できる(太陽光発電 1kW あたり 3kWh

の蓄電池)．蓄電池のコスト低減は，太陽光発電の補助金か

らの早期自立化に大きな影響を与える．

４．まとめ・示唆 

FIP をベースとした太陽光発電の電力取引市場への統合

は，“共食い”現象により太陽光発電自身に大きな影響を与

える．九州地域を例にした本研究のシミュレーション結果

によると，当地域における認証済みの太陽光発電

(16,673MW)が全て電力取引市場に参入すると，太陽光発電

の年間市場売電収入は約 5,000 円/kW 減少する．蓄電池の

設置によって，発電パターンを夕方にシフトすることで，

市場売電増収になるものの，事業性確保のためには蓄電池

の大幅なコスト削減が求められる．事業者の市場入札行動

を誘導するためには，FIP 制度設計のみならず，蓄電池の

コスト低減加速化への取組みも必須である．蓄電池のコス

トが 2 万円/kWh 程度まで低減すれば，蓄電池の設置による

太陽光発電の補助金からの早期自立が見込める．

また，蓄電池の設置によって市場価格の高い時間帯に入

札する太陽光発電の容量が増えると，同時間帯の市場価格

が下がり，事業者の市場売電収入が減少するリスクもある．

再エネ発電を完全に市場統合する場合，市場売電収入を増

やすためには，蓄電池の設置と同時に市場価格の変動によ
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って蓄電池の運転パターンを調整できる動的な市場入札戦

略が求められる．

限界費用の低い再エネ電源が大量に電力取引市場に参入

した際の“共食い”現象に対応するために，再エネ電源と蓄

電池の大幅なコスト削減が求められる．コスト削減が短期

的に実現困難な場合は，再エネ事業者は“共食い”現象によ

る市場売電収入減少のリスクを回避するために，電力消費

者との直接売電契約(相対取引)など卸電力取引市場以外の

売電ルートの多様化を図ることも対策の一つとして挙げら

れる．
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